
ガイドライン研修の受講対象者の範囲を教えてください。

この研修は、公的職業訓練を実施している又は実施する予定である民間教育訓練機関に所属する方（施設責任者、訓練運営
責任者、講師、就職支援担当者、事務担当者など）を対象としています。民間教育訓練機関における様々な役割の方にガイ
ドラインの内容を理解していただくことで、より質の高い職業訓練サービスの提供が期待できますので、ぜひ受講をご検討
ください。なお、民間教育訓練機関に所属していない一般の方も受講可能です。

職業訓練サービスガイドライン研修

職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定制度

民間教育訓練機関が提供する職業訓練サービスと民間教育訓練機関のマネジメントの質の向上を目的と
した民間教育訓練機関のためのガイドラインです。
このガイドラインは、民間教育訓練機関が提供する自発的な職業訓練サービスのほか、民間教育訓練機
関が委託訓練、求職者支援制度における認定訓練及び教育訓練給付制度における指定講座により実施す
る職業訓練サービスの質の確保・向上を目的としています。

研修・適合事業所認定制度のご案内研修・適合事業所認定制度のご案内

ガイドラインは第１章から第４章までの４章で構成されており、職業訓練サービスの質の向上を目指す
具体的な取組みについては第３章に、民間教育訓練機関におけるマネジメントについては第４章に定め
られています。
また、参考資料として「職業訓練サービスの質の向上のための取組例」（様々な民間教育訓練機関にお
いて既に取り組まれている職業訓練サービスの質の向上に関する取組例等を記載したもの）と、「民間
教育訓練機関における職業訓練サービスの質の向上のための自己診断表」（民間教育訓練機関における
職業訓練サービスの質の向上に向けた取り組み状況を事業所が自己診断するもの）があります。

私の経営する職業訓練機関で、これから委託訓練を受託する予定です。
このガイドライン研修は必ず受講しなければならないものですか。

令和３年度から求職者支援訓練の認定又は委託訓練（※）の受託にあたっては、当該訓練を実施する機関に、ガイドライン
研修の有効な受講証明書を有する方（役職は問いません）の在籍が必須となりましたので、受講修了者が在籍していない場
合には、受講が必要となります。
※都道府県が行う委託訓練については、上記条件が異なる場合がございますので、各都道府県に詳細をご確認ください。

受講証明書の有効期間について教えてください。

ガイドライン研修の受講証明書には有効期間があります。令和２年度末までに受講した研修は受講日（証明書発行日）から
５年間、令和３年度以降に受講する研修は受講修了日から３年間です。
例えば、受講証明書の発行日が平成 30 年 3月 25 日の場合、令和 5年 3月 24 日までが受講証明書の有効期限となります。

事業所（企業や団体）が一括して研修受講を申し込むことはできますか？

この研修は、個人単位でのお申込みのみを受け付けています。事業所の事務担当者の方が代理で申し込む場合も、実際に受
講する方の氏名等で申込が必要です。また、受講者の方の本人確認のため、運転免許証等の公的身分証明書の写しの提示が
必要となります。

研修申込後の受講期限はありますか？

原則としてＩＤ及びパスワード発行日（受講可能となった日）から１か月以内に受講を修了した場合のみ受講証明書 (PDF
データ ) をオンライン上で発行しますので、計画的に受講してください。なお、システムメンテナンス等で受講できない日
時がある場合はWebサイトでお知らせしています。

ガイドライン適合事業所認定の審査基準を教えて欲しい。

本認定は、ガイドラインの指針に基づいて作成された「自己診断及び審査の基準 (※) に基づいて審査を実施します。審査認
定機関が、認定取得を申請した事業所が提供する又は概ね１年以内に提供予定である公的職業訓練及び教育訓練給付制度の
指定講座について、ガイドラインに適合していることを認定します。
（※審査の基準は本認定制度の公式Webサイト（ダウンロードコーナー）に掲載しています。）

申請から認定を取得するまでどのくらいの時間がかかりますか。

審査認定機関にご提出いただいた申請書類の補正・再提出・追加提出の有無にもよりますが、最短でも３か月～４か月程度
の期間を要します。詳しくは、認定申請前に審査認定機関にお問い合わせください。なお、審査認定機関の情報は公式Web
サイト（審査認定機関について）に掲載しています。

ここではお問い合わせが多いご質問の一部を掲載しています。
詳しくは末尾に記載のそれぞれのWebサイトをご覧ください。

職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定制度職業訓練サービスガイドライン研修

研修・適合事業所認定制度について
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民間教育訓練機関の施設責任者、訓練運営責任者、講師、就職支援担当者、事務担当者など

申込方法 右記研修受講申込用Webサイトからお申込みください。（http://www.langate.co.jp/sgl/）

研修内容 e - ラーニング学習（６時間程度）
以下研修カリキュラムに沿った動画を視聴して学習する形式です。

開講期間
令和 5年度は通年で開講しますが、受講申込期限は令和 6年２月中旬（受講期限は 3月中旬）
を予定しております。なお、受講期間の詳細やシステムメンテナンス等で受講できない場合
は、研修受講申込用Webサイトでお知らせします。

修了条件 テキスト等のダウンロード、動画視聴に加え、項目ごとの確認テスト（全問正答が必要）
及び修了試験（８割以上の正答が必要）を実施すると修了となります。

研修受講申込用Webサイトの「申込みフォーム」からお申込みください。
（申込みはインターネットでのみ受け付けております。）

事務局（当社）にて振込入金の確認後、電子メールにて
お申込日より 5営業日以内に e- ラーニング受講用の ID/ パスワードを発行します。
研修動画の視聴、確認テスト、修了試験を実施してください。

研修終了後、Web上で受講証明書を発行します。
※受講証明書は原則として書面での発行は行いません。

民間教育訓練機関が「民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン（平成 23 年
厚生労働省策定）」に沿って、職業訓練サービスの質の確保・向上に取り組めるよう、同ガイ
ドラインの体系的な理解、知識習得を目的に、訓練運営責任者や講師の方などを対象に実施
する研修です。

職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定制度は、厚生労働省が策定した「民間教育訓練
機関における職業訓練サービスガイドライン」に沿って、職業訓練サービスの質の向上に取り
組む民間教育訓練機関の事業所を「適合事業所」として認定する国の制度で、認定の有効期間
は認定取得後約３年間です。
※本制度は左記のガイドライン研修とは異なる制度です。

ガイドライン適合事業所認定を取得して、訓練受講希望者に
アピール！認定マークで競業他社の一歩先へ！

ガイドライン適合事業所認定を取得して、訓練受講希望者に
アピール！認定マークで競業他社の一歩先へ！

認定取得を目指すことで職業訓練の質の向上につながる。
認定証が交付され、認定マーク (※) を受講生募集の広報等に使用できる。
「適合事業所」として厚生労働省Webサイトや本制度の公式Webサイトで紹介される。
求職者支援訓練の認定や一部の委託訓練の受託に際し、評価の加点要素となる。

※職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定マーク（認定マーク）は、認定を受けた適合事業所のみが認定の有効期間中に
使用できるものです。

本認定の取得を希望する事業所は、申請要件を満たした上で、本制度の指定審査認定機関に所定の申請書類等
を提出、審査に必要な手数料を支払います。
（審査認定機関が定める所定の手数料の詳細については、公式Webサイトをご覧ください。）

申請書類等をもとに、審査認定機関が書類審査を行います。書類審査の完了後は、事業所の現場確認、施設責
任者や講師等からのヒアリングを行う現地審査を実施します。審査では、ガイドラインに示されている個々の
指針を満たしているかを判断します。
審査認定機関が、全ての審査項目で事業所の取組等がガイドラインに適合していると判断した場合には、「認
定（適合している）」として審査結果を認証委員会に報告します。

審査認定機関から報告された審査結果（認定の可否）について、本制度の認証委員会（有識者で構成）が審査
書類・審査の過程等を確認した上で、審査結果を認証します。

認証委員会で「認定（適合している）」の審査結果が認証された場合、審査認定機関から事業所へ認定証が交
付されます。

主な申請要件について（本制度の運営要領 (※) より抜粋）
１．申請事業所において、( 職業訓練サービス ) ガイドラインに基づき、既に職業訓練サービスの質の向上に取り組んでいる民間教育
　　訓練機関であること。具体的には、自己診断表兼補正報告書（申請様式 1-8）において、自己診断の結果が全て「◎」（できてい
　　る）であること。ただし当該民間教育訓練機関において適用外である確認事項は除く。
２．申請事業所において「民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン研修」の有効な受講証明書を有する者が在籍し
　　ていること。
３．申請事業所において、以下ア又はイの教育訓練を、現在実施しているか、又は将来実施する計画があること。
　　ア 公的職業訓練（公共職業訓練のうち、求職者支援訓練及び委託訓練）　イ 教育訓練給付制度の指定講座

※申請要件や申請方法について詳細を記載した「申請の手引」を本制度の公式Webサイトに掲載しています。

求職者支援訓練の認定及び委託訓練の受託には、本研修の有効な受講証明書を有する方の在籍が必須となっています。
なお、都道府県が行う委託訓練については、上記条件が異なる場合がございますので、各都道府県に詳細をご確認ください。

【お支払い方法】銀行振込
※申し込み後 7日以内に送信される自動返信メールに記載の
　指定口座に、必ず申込者が特定できるようにしてお振込ください。


